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１．はじめに 

太陽光発電設備（以下、「PV 設備」という）は、1970

年代のサンシャイン計画以降、地球温暖化対策や新規産

業・雇用創出、震災復興等の観点から注目されている。

さらに、2015 年から開始した再生可能エネルギーの全量

買取制度（以下、「FIT 制度」という）により、今後も導

入拡大が見込まれている。 

PV 設備については、これまでに導入された発電設備が

既に使用済となって排出され始めている。その排出量は

過去の普及実績に沿って加速度的に増加することが想定

されるため、適正処理（リユース・リサイクル・適正処

分）の体制を構築する必要がある。太陽電池自体の原料

の 70 % はガラスであり、処分方法は埋立である。処分地

が有限であることから、最終処分量の低減は必須であり、

そのための有価物回収、リサイクル技術開発の推進が望

まれている。 

本研究では、PV 設備、特に住宅に設置された PV 設備

について、その撤去、回収運搬、処理・処分の一連の工

程を対象とする。本研究の目的は、不法投棄抑制とリサ

イクル促進のために、排出者（PV 設備の所有者）・撤去

業者・収集運搬業者・処分業者の負荷が最小になるよう、

廃棄スキーム構築の際の課題を抽出することである。 

本報では、まず、先行調査・先行研究で課題となって

いる事項を整理して報告する。 

２．PV 設備導入量の実態と推定排出量 

環境省 1)のガイドラインでは、PV 設備の導入量と将来

の排出見込量について、次のとおり報告されている。 

住宅用 PV 設備については、2014 年までに全国で累計

7,087 千 kW 導入され、将来の排出見込量は 2030 年時点

で 2 万トンの推計である。図 1 に設置件数の推移を示す。 

非住宅用 PV 設備については、2014 年までに全国で累

計 17,695 千 kW 導入され、将来の排出見込量は 2030 年

時点で 1 万トンの推計である。特に、事業用 PV 設備につ

いては、その寿命により排出時期が異なる。住宅用・非

住宅用を合わせた排出見込量を図 2 に示す。 

３．使用済 PV 設備の回収 

環境省 2)の試算では、排出総量の多い非住宅用 PV 設備

も含めて図 3 のような適正処理フローが推定されている。

使用済 PV 設備は「産業廃棄物」として扱われる。住宅用

PV 設備が「一般廃棄物」となる可能性がある場合は、市 

 

一部加筆 

図 1 住宅用太陽光発電設備の導入量 1) 5) 

 

 

図 2 太陽電池モジュール排出見込量（寿命 25 年）2) 

 

  
 

図 3 太陽光発電設備の適正処理フロー2) 

 

町村の指示に従うよう、また販売会社やハウスメーカー

等に問い合わせるよう注釈されている。このことは、住

宅用 PV 設備の廃棄に際しては、処分の手続きに際して混

乱が起こると予想され、排出者にも処理業者にもシンプ

ルな手続きが望まれる。また、佐藤ら 3)は独自の PV 設備
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廃棄量推計に基づいて再資源化処理施設までの最適輸送

を計画するストックヤードの最適配置を求めている。輸

送距離とトラック積載量・ドライバー人件費等の輸送コ

ストをパラメータとしており、土地利用規制等に即した

ストックヤード配置が今後の課題のひとつに挙げられて

いる。ただし、ストックヤードは廃棄物処理法の「積替

保管施設」に該当し、設置に当たっては自治体の許可が

必要であり、個別の協議や環境影響評価が必要になる場

合がある。 

４．住宅用 PV 設備導入者の意識 

藤原ら 4)は、戸建住宅の PV 設備導入者に対して導入理

由や満足度についてアンケート調査を実施している。PV

設備導入者はエネルギー・環境問題解決への貢献意識が

高く、美観評価もふくめて導入に満足しており、将来の

FIT 制度終了後を見据えた発電電気の有効活用への意欲が

あること等が報告されている。本研究で着目する使用済

PV 設備廃棄時の費用や仕組みの理解については、アンケ

ート調査項目にないため不明である。 

このように、住宅建設時・購入時・PV 設備導入時に廃

棄時を想定した施主、建設時に廃棄時の説明をしたハウ

スメーカー・工務店・電気工事店等の意識について明ら

かにされた研究は少ない。 

５．PV 設備のリサイクル方法の事例 

PV 設備のリサイクルの実際としては、環境省 2)の報告

書に太陽電池モジュールの分別（アルミフレーム外し）・

破砕（バックシートとガラス）・選別（ガラスの大きさに

よる）が紹介されている。また、太陽電池パネルの解体

と有価物回収については、水口ら 6)によって報告されてお

り、今後の実用化が期待されている。 

６．住宅用 PV 設備と事業用 PV 設備 

環境省では事業用 PV 設備の廃棄を中心に廃棄スキーム

を推定しているが、住宅用 PV 設備の廃棄時には、そのま

まの仕組みでは適用できない要素がある。参考文献 1)2)5)を

もとに両者の違いを表 1 にまとめる。 

住宅用 PV 設備の所有者自身が、処理業者を選定し、交

渉し、契約し、書類を作成して提出することは、面倒が

多い。処理業者も住宅用 PV 所有者に個別対応することは、

面倒が多い。面倒な手続きが必要な廃棄物は不法投棄さ

れがちとなり、できるだけ簡素な手続きが望まれる。 

７．まとめ 

本報では、一般住宅に設置された PV 設備が廃棄される

際の問題点を既往の調査研究から整理した。 

現時点での課題として、①効率的な回収フローのため

のストックヤード整備を含む行政指導の方針が明確でな

い、②住宅用 PV 設備導入者の廃棄時の意識が明確でない、 

表 1 住宅用 PV 設備と事業用 PV 設備の違い 

 住宅用 PV 設備 事業用 PV 設備 

廃棄物処理

契約 

(産業廃棄物の場合) 

処理業者にとっては

一見客であり、個別

対応の面倒が多い 
 

(一般廃棄物の場合) 

自治体毎に個別指導

のため、協議が必要 

通常の産業廃棄物処

理の過程で業者間に

取引関係ができてい

る場合が多い 

規模と 

設置件数 

(2014 年時点

認定件数) 

小規模 

（3～5 kW が主流） 

数が多い(160 万戸) 

～10 kW：57 万件 

10 kW 

～1,000 kW：17 万件 

1,000 kW～：1500 件 

設置場所 狭小地や傾斜地への

設置もある 

撤去･回収が容易な土

地形状の場所に設置 

廃棄時期と 

廃棄計画 

廃棄時期が様々 

近隣一斉に同時期の

廃棄は現実的でない 

発電事業主体による

計画的な処理が可能 

 

③リサイクル処理技術の開発促進、④処理業者の使用済

住宅用 PV 設備の受入手続きが煩雑 が挙げられる。 

今後の課題は、以下の５点を明らかにし、廃棄スキー

ム構築の基礎資料を整備することである。 

１）住宅用 PV 設備廃棄時の市町村自治体別の指導方針 

２）住宅用 PV 設備所有者に対する廃棄時の認知方法 

３）狭小地・傾斜地等の回収車両進入が困難な場所に設

置された住宅用 PV 設備についての実態 

４）収集運搬業者の受入基準の実態 

５）処分業者のリサイクル技術と受入基準の実態 
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